
(1) 3月末決算法人の場合 (2) 9月末決算法人の場合
　A：平成27年3月末決算期の申告（平成26年4月～平成27年3月の事業年度） 　A：平成26年9月末決算期の申告（平成25年10月～平成26年9月の事業年度）

　B：平成28年3月末決算期の申告（平成27年4月～平成28年3月の事業年度） 　B：平成27年9月末決算期の申告（平成26年10月～平成27年9月の事業年度）

　C：平成28年9月末決算期の申告（平成27年10月～平成28年9月の事業年度）

新税率は平成26 年10 月1 日以後に開始する事業年度から適用されます。

【平成26年4月】
事業年度開始

事業年度の開始が適用開
始時期（平成26年10月
1日）より前のため、通
常の規定が適用される。 【平成27年3月】

事業年度終了

事業年度の開始が適用開始
時期（平成26年10月1
日）より前のため、旧税率
が適用される。

【平成26年11月末】
中間申告期限

・仮決算による中間申告：14.7%
・予定申告：前事業年度の6/12

【平成27年5月末】
確定申告期限

旧税率：14.7％

平成26年4月1日～平成27年3月末の事業年度

【平成27年4月】
事業年度開始

平成26年10月1日以後
に開始する最初の事業年
度であるため、経過措置
が適用される。 【平成28年3月】

事業年度終了

事業年度の開始が適用開始
時期（平成26年10月1
日）より後のため、新税率
が適用される。

【平成27年11月末】
中間申告期限

・仮決算による中間申告：12.1%
・予定申告：前事業年度の4.7/12

【平成28年5月末】
確定申告期限

新税率：12.1％

平成27年4月1日～平成28年3月末の事業年度

【平成26年10月】
事業年度開始

平成26年10月１日以後
に開始する最初の事業年
度であるため、経過措置
が適用される。 【平成27年9月】

事業年度終了

事業年度の開始が適用開始
時期（平成26年10月1
日）より後のため、新税率
が適用される。

【平成27年5月末】
中間申告期限

・仮決算による中間申告：12.1%
・予定申告：前事業年度の4.7/12

【平成27年11月末】
確定申告期限

新税率：12.1％

平成26年10月1日～平成27年9月末の事業年度

【平成27年10月】
事業年度開始

平成26年10月１日以後
に開始する最初の事業年
度ではないため、通常の
規定が適用される。 【平成28年9月】

事業年度終了

事業年度の開始が適用開始
時期（平成26年10月1
日）より後のため、新税率
が適用される。

【平成28年5月末】
中間申告期限

・仮決算による中間申告：12.1%
・予定申告：前事業年度の6/12

【平成28年11月末】
確定申告期限

新税率：12.1％

平成27年10月1日～平成28年9月末の事業年度

【平成25年10月】
事業年度開始

事業年度の開始が適用開
始時期（平成26年10月
1日）より前のため、通
常の規定が適用される。 【平成26年9月】

事業年度終了

事業年度の開始が適用開始
時期（平成26年10月1
日）より前のため、旧税率
が適用される。

【平成26年5月末】
中間申告期限

・仮決算による中間申告：14.7%
・予定申告：前事業年度の6/12

【平成26年11月末】
確定申告期限

旧税率：14.7％

平成25年10月1日～平成26年9月末の事業年度

Q．平成２６年10月1日以後に新しく法人を設立した場合の税率は？

A．平成26年10月1日以後に設立登記された法人の確定申告は新税率：12.1％を
適用とします。

＜根拠＞
新たに法人を設立した最初の事業年度の開始日は、法人の設立の日による。この場合におい
て、設立の日は、設立の登記により成立する法人にあっては設立の登記をした日、行政官庁
の認可又は許可によって成立する法人にあってはその認可又は許可の日とする。（国税庁の
法令解釈通達　基本通達･法人税法１－２－１より）


